
可能な方は両面印刷してください 

様式第１号（第５条関係）    就学援助申請書（兼委任状兼同意書）        （令和７年度用） 

名張市教育委員会 様                               令和  年  月  日 

 

 就学援助を、必要書類を添付のうえ申請します。                     
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 氏    名 続柄 生年月日 勤務先又は学校名（令和６年１２月末現在） 
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下記事項に該当し、就学に当たって援助を必要とします。 添付書類（必ず添付してください。） 

１ 児童扶養手当を受給している世帯 児童扶養手当証書のコピー 

２ 前年度(令和６年度)又は本年度（令和７年度）に市民税が
非課税である世帯 

市民税・県民税特別徴収税額の通知書（コピー可）又は市民
税課税証明（コピー可）※令和６年１月１日に名張市に住民
登録されており令和６年度非課税の方は不要です。 

３ 前年（令和６年）の所得税が非課税である世帯 
令和６年中所得の源泉徴収票又は確定申告書の控え（いずれ
もコピー可） 

４ 前年度（令和６年度）又は本年度（令和７年度）に生活保
護が停止又は廃止になった世帯 

不要です。 

５ 前年度（令和６年度）に市民税、固定資産税、個人事業税、
国民年金保険料又は国民健康保険税が減免又は免除されてい
る世帯 

市、税務署、社会保険事務所等の発行した減免又は免除決定
のコピー 

６ 生活福祉資金の貸与を受けている世帯 貸付決定通知書のコピー 

７ 失業対策事業適格者手帳を有する又は公共職業安定所に登
録した日雇労働者の世帯 

手帳のコピー 

８ 前年の世帯の所得が、生活保護基準の 1.2 倍以内である世
帯 

・生計を一にする家族のうち、収入のある方全員の令和６年
中所得の所得証明書類（源泉徴収票又は確定申告書の控え
（いずれもコピー可））及び教育委員会が必要とする書類    
・「確認書」（ひとり親家庭で離別・未婚の方のみ） 

９ その他（経済的に児童生徒の就学に支障のある世帯）この
場合のみ下記に理由を記載してください。 

申請の理由（上記の９に該当する場合は、具体的に記載してください。） 

 

 

 

委任状兼同意書 

 

１ この就学援助費のうち給食費に係る請求及び受領に係る事務を児童が通学する小学校の学校長に委任します。（年度内に市内で転校

した場合は、転校先学校長に引き続き委任します。） 

２ 援助の審査に必要な場合に教育委員会が行う調査に同意します。 

３ 学校納付金（学年費、学級費等）に滞納がある場合は、教育委員会が就学援助費を学校長に支払うことに同意します。 

 

                                    保護者                印 

 

 

委任状兼同意書 



可能な方は両面印刷してください 

家族追加欄 
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 氏    名 続柄 生年月日 勤務先又は学校名 
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学校記入欄 

 

 

学校名                  

 

 

校長名                 印 

 

 

 表面の申請の理由の９に該当する場合のみ、下記に学校長の意見を記入してください。 

（申請の理由が１～８の場合は、下記の欄の記入は必要ありません。） 

 

学校長意見欄 

 

 

 

 

 


